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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第１四半期
累計期間

第58期
第１四半期
累計期間

第57期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 1,194,462 1,054,250 5,770,987

経常利益 （千円） 99,776 49,392 496,235

四半期（当期）純利益 （千円） 86,741 44,621 338,527

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,103,184 1,103,184 1,103,184

発行済株式総数 （千株） 5,936 5,936 5,936

純資産額 （千円） 2,814,003 3,084,570 3,077,513

総資産額 （千円） 5,124,648 5,751,210 5,233,774

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 15.61 8.03 60.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 7.00

自己資本比率 （％） 54.9 53.6 58.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　　　当第1四半期累計期間における我が国経済は、円安傾向による輸出企業の好調な業績等を背景として、緩やかな

回復基調が続きました。しかし、新興国経済の鈍化、ギリシャ債権問題等により景気の先行きは不透明な状況が

続いております。

　　住宅建築業界におきましては、政府による住宅支援策に下支えされるなか、消費税率の引上げに伴う駆け込み

需要の反動減による影響がまだ続き、回復の兆しは見えつつあるものの、依然として先行き不透明な状況にあり

ます。

　　このような状況のもとで、当社は、木材利用促進法による大型木造物件等の増加需要と東日本大震災による地

域社会の復旧・復興の需要に対応できる、宮城の伊達な杉（当社ウッド・ミル製材工場で生産される国産人工乾

燥杉製材品）、構造プレカット・羽柄プレカット・合板プレカット・サイディングプレカット（東日本大震災復

興による職人不足に伴う賃金高騰問題を解決できるプレカット）等を営業戦略の柱とし、製品等の開発に取り組

み、流通改革の徹底、業務の合理化等による収益改善及び工場損益の改善等に努め、国内住宅市場の環境変化等

を見据えながら、東日本大震災からの復旧・復興に貢献することが社会的使命と考え努力してまいりました。

　　この結果、当第1四半期累計期間の売上高は、1,054百万円（前年同期比11.7％減）となりました。営業利益は

　34百万円（前年同期比58.3％減）、経常利益は49百万円（前年同期比50.5％減）、四半期純利益は44百万円（前

年同期比48.6％減）となりました。

　　なお、セグメントの業績は、次のとおりであります。

ア．住宅資材事業

東日本大震災の復興と消費税増税の影響が残る中、地域に根ざした営業展開を図るため、地場工務店等を中心

とした営業活動に注力し、売上高957百万円（前年同期比12.4％減）、営業利益84百万円（前年同期比26.3％

減）となりました。

イ．ホーム事業

　消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減の影響等により、売上高85百万円（前年同期比6.2％減）、営業

損失10百万円（前年同四半期は営業利益9百万円）となりました。

ウ．賃貸事業

　　　　賃貸収入は、売上高11百万円（前年同期比4.2％増）、営業利益6百万円（前年同期比6.7％増）となりまし

た。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,000,000

計 21,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,936,840 同左

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は1,000株であ

ります。

計 5,936,840 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 5,936,840 － 1,103,184 － 97,927

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　379,000 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,545,000 5,545 同上

単元未満株式 普通株式　 　12,840 － 同上

発行済株式総数 5,936,840 － －

総株主の議決権 － 5,545 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社山大 宮城県石巻市潮見町2-3 379,000 － 379,000 6.38

計 － 379,000 － 379,000 6.38

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間までにおいて、役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　山大(E02798)

四半期報告書

 5/15



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成27

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 559,322 415,948

受取手形及び売掛金 984,471 915,468

完成工事未収入金 184,695 6,107

商品及び製品 282,720 318,616

仕掛品 65,669 59,077

原材料及び貯蔵品 111,208 192,530

販売用土地建物 124,158 124,158

未成工事支出金 49,477 99,759

預け金 - 672,000

繰延税金資産 11,722 9,498

その他の流動資産 37,457 48,735

貸倒引当金 △46,758 △10,148

流動資産合計 2,364,145 2,851,752

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 520,034 529,167

機械装置及び運搬具（純額） 307,674 286,643

土地 1,491,777 1,491,777

その他の有形固定資産 270,518 318,673

有形固定資産合計 2,590,004 2,626,261

無形固定資産 14,999 13,774

投資その他の資産 ※２ 264,625 ※２ 259,422

固定資産合計 2,869,629 2,899,458

資産合計 5,233,774 5,751,210
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 841,968 824,192

工事未払金 132,305 38,973

短期借入金 125,000 125,000

1年内返済予定の長期借入金 43,196 55,196

未払法人税等 105,235 4,025

賞与引当金 8,500 15,400

完成工事補償引当金 2,270 989

その他の流動負債 200,057 258,890

流動負債合計 1,458,532 1,322,668

固定負債   

長期借入金 434,838 1,084,039

退職給付引当金 112,428 111,409

その他の固定負債 150,462 148,523

固定負債合計 697,729 1,343,972

負債合計 2,156,261 2,666,640

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,103,184 1,103,184

資本剰余金 97,927 97,927

利益剰余金 1,938,961 1,944,678

自己株式 △53,396 △53,396

株主資本合計 3,086,676 3,092,392

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 7,306 8,646

土地再評価差額金 △16,469 △16,469

評価・換算差額等合計 △9,162 △7,822

純資産合計 3,077,513 3,084,570

負債純資産合計 5,233,774 5,751,210
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 1,194,462 1,054,250

売上原価 967,809 888,982

売上総利益 226,652 165,268

販売費及び一般管理費 143,106 130,408

営業利益 83,545 34,860

営業外収益   

受取利息 372 464

受取配当金 1,291 879

受取助成金 10,892 8,609

その他 6,042 6,599

営業外収益合計 18,598 16,552

営業外費用   

支払利息 1,825 1,764

その他 542 255

営業外費用合計 2,367 2,020

経常利益 99,776 49,392

特別利益   

固定資産売却益 676 -

受取助成金 6,185 4,532

抱合せ株式消滅差益 20,435 -

特別利益合計 27,297 4,532

特別損失   

固定資産除却損 - 4,116

特別損失合計 - 4,116

税引前四半期純利益 127,074 49,807

法人税、住民税及び事業税 35,705 2,635

法人税等調整額 4,627 2,550

法人税等合計 40,332 5,186

四半期純利益 86,741 44,621
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　当第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

１．保証債務

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成27年６月30日）

住宅建築資金つなぎ融資利用顧客 70,400千円 －　千円

 

※２．投資その他の資産の金額から直接控除している貸倒引当金の金額

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成27年６月30日）

投資その他の資産 16,046千円 16,010千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 44,621千円 39,007千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 38,908 7.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 38,904 7.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期損益計
算書計上額

 住宅資材事業 ホーム事業 賃貸事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,092,708 90,748 11,004 1,194,462 － 1,194,462

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 1,092,708 90,748 11,004 1,194,462 － 1,194,462

セグメント利益 114,171 9,953 5,868 129,994 △46,448 83,545

（注）１．セグメント利益の調整額46,448千円は全社費用（主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等）でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期損益計
算書計上額

 住宅資材事業 ホーム事業 賃貸事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 957,668 85,112 11,469 1,054,250 － 1,054,250

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 957,668 85,112 11,469 1,054,250 － 1,054,250

セグメント利益又は損失

（△）
84,147 △10,240 6,264 80,171 △45,311 34,860

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額45,311千円は全社費用（主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費等）であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 15円61銭 8円3銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 86,741 44,621

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 86,741 44,621

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,558 5,558

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成27年8月7日

株式会社　山　大

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 久保　伸介　　印  

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 今江　光彦　　印  

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社山大の

平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第58期事業年度の第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成27年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社山大の平成27年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第

１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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